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大会組織委員会より 
 
 
              大会組織委員長 
高橋基樹（神戸大学） 
 
【第 21回全国大会について】 
 本ニュースレターの勝間靖大会実行委員長からのご案
内にありますように、2010 年 12 月 4 日（土）、5 日（日）
の両日に早稲田大学早稲田キャンパスにて、第 21 回全
国大会を開催いたします。すでにご案内しておりますよ
うに、この大会は、国際開発学会の創立 20 周年記念大
会を兼ねております。記念シンポジウム等の開催を予定
しておりますので、できる限り多くの会員に参加をいた
だき、共に学会の「成人」をお祝いしたいと思います。
皆様のふるってのご参加をお待ちしております。同全国
大会の詳細につきましては、同封の大会プログラムをご
参照下さい。 
なお、今回の全国大会では、大会参加申し込みに関し
て、ウエブを通じた事前の登録方式を採用いたしました。
事前登録と同時に大会参加費・懇親会費をあらかじめお
支払いいただいた場合は割引させていただくことといた
しました。学会大会においては、しばしば事前申し込み
と実際の大会参加者の数が乖離するため、運営に支障を
きたすことがあります。こうしたことを防ぐためにも是
非ウエブでの事前登録と参加費等のお支払いをお願いい
たします。事前登録については 21 回全国大会ホームペ
ージ（http://www.jasid.org/wp/conference.html）をご
覧下さい。 
 
【第 12回春季大会について】 
第 12 回春季大会は、埼玉大学所属の会員の皆さんに
大会開催の労をお取りいただき、2011 年 6 月 4 日（土）
に同大学にて開くこととなりました。ご予定頂ければ幸
いです。 
（文責：大会組織委員長 高橋基樹） 
 
 
第 21 回全国大会 
（学会 20 周年記念大会；12 月 4-5 日、早
稲田大学）の開催が迫る 
                             
 
第 21 回全国大会実行委員会 
勝間  靖（実行委員長） 
黒田 一雄（事務局長） 
島﨑 裕子（事務局次長） 
牧野 冬生（事務局次長） 
 
2010 年 12 月 4 日（土）と 5 日（日）、国際開発学会
第 21 回全国大会（20 周年記念大会）が早稲田大学の早
稲田キャンパス（東京都新宿区）にて開催されます。海
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外から著名な研究者を招聘した共通論題「開発を再考す
る～ポスト・グローバリゼーション時代の展望」（5 日）
や本部企画セッション「東アジアにおける開発とジェン
ダー」（4 日）が国際会議場（18 号館）で、12 の企画セ
ッション（環境、評価、沖縄、ボランティア、ガバナン
ス、フェアトレード、ODA 政策、フィールドワーク等）、
自由論題発表を分野別にした 23 のセッション、15 以上
のポスターセッションが大学院アジア太平洋研究科のあ
る西早稲田ビル（19 号館）で開かれる予定です。詳しく
は、本ニューズレター内のプログラムをご覧ください。 
参加事前登録は下記の大会ウェッブサイトでお願いしま
す。また、大会参加費・懇親会費を事前振込していただ
くと、割引が適用されます。 
今回は学会設立 20 周年の記念すべき大会となります
ので、会員の皆様方の積極的なご参加を、実行委員会一
同で心からお待ち申しあげております。 
記 
1. 日程： 2010 年 12 月 4 日（土）、5 日（日） 
2. 会場： 早稲田大学早稲田キャンパス 
http://www.waseda.jp/gsaps/info/traffic_jp.html 
・大学院アジア太平洋研究科（19 号館・西早稲田ビル）
および 
・国際会議場（18 号館・総合学術情報センター） 
3. 大会ウェッブサイトへのアクセス： 
http://www.jasid.org/wp/conference.html 
4. 国際開発学会大会の参加登録の申し込み： 
参加事前登録：11 月 12 日（金）締切（自由論題発表
／ポスターセッション／企画セッションに参加の方は、
登録の必要はありません。） 
5. 大会参加費/懇親会費の事前振込のお願い： 
事前振込：11 月 12 日（金）締切（締切日以後は、当
日会費／当日懇親会費となります。）事前振込が確定した
時点で、事前参加登録が完了いたします。また、事前振
込と当日支払では金額が違いますので、振込の際はご注
意下さい。会員皆様のご協力をお願いたします。（万が一、
事前振込が不可能な場合も、当日支払いは可能です。） 
6. 大会参加費： 
事前振込：正会員 3,000 円、学生会員 2,000 円 
当日支払：正会員 4,000 円、学生会員 3,000 円、非会
員 5,000 円  
 
7. 懇親会費： 
  事前振込：正会員 4,000 円、学生会員 3,000 円 
当日支払：正会員 5,000 円、学生会員 4,000 円、非会
員 5,000 円  
8. 振込先 
ゆうちょ銀行 
名義：国際開発学会第 21 回全国大会実行委員会 
店番号：０１８（ゼロイチハチ） 
口座種別：普通 
口座番号：４３２９８９２ 
注意：支店名「０１８」は「ゼロイチハチ」と読んで
入力下さい。一般の銀行の ATM から通常と同様に
振り込めます。 
 
 
支部・研究部会の 
設置申請の公募 
          
 
会長・企画運営委員会委員長 
西川 潤 （早稲田大学） 
 
 新年度（2011 年度）に支部・研究部会の新設又は継続
を希望される研究グループは、下記の要領により申請を
お願いします。研究部会は、学会員の日常的・経常的な
研究会活動を支援するために、地域やテーマ、研究領域
等を選定して設けられるものです。国際開発学会の発展
に資するとともに、国際開発研究における緊要かつ先端
的な領域にチャレンジしていただきたく、奮って応募願
います。 
記 
「2011 年度国際開発学会 支部・研究部会設置要領」 
1. 支部・研究部会設置の趣旨： 
多くの会員が参加できる研究領域またはテーマで、経
常的かつオープンな研究会活動が開催できる支部・研究
部会を募集する。公募を原則とするが、理事会が必要と
認めた支部・研究部会の設置を会員に依頼することが出
来る。 
2. 応募書類（Ａ４サイズの用紙使用、形式は問わない）： 
以下の書類につき、ハードコピーを書留郵便にて会長
宛（本部事務局気付）に提出する。1）研究テーマ、2）
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代表者（氏名・所属・連絡先・e-mail address）、3）構
成員（15 名以上）、4）研究の概要：研究の目的、背景、
特徴、これまでの主な実績、新年度および今後に期待さ
れる成果（論文、研究発表等を含む）、5）研究計画（複
数年次にわたる場合、研究期間も明記する）、6）必要経
費（下記の項目４．参照）、7）その他、審査にあたり特
に考慮してもらいたい点等。 
3. 締切り： 
2010 年 11 月 15 日（必着）とする。 
4. 助成上限金額および設置件数 
 新年度の助成に関しては、1 支部・研究部会当たり助
成金額を上限 12 万円とし、設置件数については理事会
が全体の予算審議の中で決定する。 
5. 必要経費の支出費目： 
以下のとおりとする。0） 事務委託経費／業務委託経
費、1）人件費・手数料、2）通信費、3）事務用品費、4）
印刷費、5）会議費、6）旅費、7）氏設利用費、8）講師
等謝礼・旅費、9）その他必要と認められる費目。 
＊費目の具体例等、会計の詳細については本部事務局に
問い合わせる。 
6. 選考： 
助成対象の選考及び助成額の決定は企画運営委員会、
常任理事会の審議を経て、理事会が行う。 
7. （重要）活動報告および会計処理 
支部・研究部会は本学会ニューズレターに活動内容の
報告を毎号掲載しなければならない。また、年度末にお
いては、定められた要領（追って連絡）により、活動・
研究成果および会計の報告を行うこととする。助成金に
残金が生じた場合は本部に返金・清算する。期限は 2011
年 9 月 30 日まで（必着）とする。 
これら活動報告および会計処理につき、適切に行われ
ない場合は次年度以降の支部・研究部会の継続を認めな
いことがある。 
8．申請書提出先・問合せ先 
国際開発学会本部事務局（JASID-HQ） 
〒487-8501  愛知県春日井市松本町 1200 
中部大学国際関係学部 野田 真里（事務局長）研究
室気付 
Tel：0568-51-8594 Fax:0568-52-1325 
E-mail: hq@jasid.org http://www.jasid.org 
以上 
 
『国際開発学会 20 年の歩み』 
出版のお知らせ 
 
『貧困のない世界を目指してー 
国際開発学会 20 年の歩み』 
 
学会創設 20 周年を記念した初めて
の回顧論文集。 
245 ページ 2010 年 9 月刊 
同友館発行 
定価 2,500 円＋税 
「Ⅰ総説」では、20 年の歩み、機関誌『国際開発研究』
20 年の回顧 
「Ⅱ草創期―1990 年代」では草創期に関わった会員の
回顧 
「Ⅲ展開期（１）」「Ⅳ展開期（２）」は、2000 年代の
記録 
「Ⅴ2000 年代歴代会長の回顧」では、各期会長による
学会の歩みと課題、展望をそれぞれ叙述。 
付録には学会に関する基礎データをまとめた。 
「学会のすべて」がこの１冊で分かる重宝なハンドブ
ックです。会員の皆さまには、10 月中旬に１冊無料でお
届けします。会員各位にはぜひご関係の図書館等に１冊
を納入してください。 
会員による出版社直接注文は特価 2,000 円（税・送料
込み）で受け付けます。 
お申込みは、同友館、菊地宛て 
（kikuchi@doyukan.co.jp）にお願いします。   
20 周年記念誌編集委員会 
                        
 
支部・研究部会の活動報告 
 
東海支部 
 
支部長： 穂坂 光彦（日本福祉大学） 
 
○合宿・第 4 回研究会 
・日程：2010 年 7 月 9 日（金）～10 日（土） 
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・場所：鈴鹿国際大学及び三重県鈴鹿市内 
・参加者数：（シンポジウム）98 人、（視察）11 人 
・テーマ：地方における多文化共生の課題とその解決に
向けて 
・シンポジウムパネリスト：鈴鹿市教育委員会教育長 水
井健次氏、NPO 法人伊賀の伝丸（つたまる）代表 和
田 京子氏、鈴鹿国際大学国際学科教授 コスティッ
ク・ステファン氏 
・地域視察：（1 日目）「鈴鹿市役所」（教育委員会、市民
対話課担当者などとの意見交換、質疑応答）。（2 日目）
「伊賀のモクモクファーム」（「えひめ AＩ－２」によ
る無農薬栽培の農場見学、「ささゆり教室」（外国人を
対象とした教育支援教室見学）、「忍者村」。 
・共催：鈴鹿国際大学開発と文化研究センター 
・協力：鈴鹿市、鈴鹿国際交流協会、三重県国際交流財
団 
○総会・講演会 
・日時：2010 年 10 月 24 日（日）13:15～13:45（総会）、
14:00～17:00（講演会） 
・場所：名古屋大学大学院国際開発研究科８階多目的オ
ーディトリアム 
・総会：活動・会計報告、運営委員等の選出、活動計画
について等 
・講演会：「今、求められる平和づくりーNGO による草
の根の平和づくりー」 
・概要：内戦が終わり 30 年が経ったカンボジア。引き
裂かれてしまった地域の人間関係がようやく回復した
今も、人びとは過去の記憶と平和の実現に苦しんでい
ます。その中で、村の紛争解決委員会をつくり、日々
の生活から平和への意識を高めようと努める現地の
NGO、PADEK の代表ケップ・カンナロさんを招いて
話を聞きます。 
・参加費：500 円（ただし、国際開発学会東海支部会員
及び AHI 会員は 300 円）、高校生以下無料 
・共催：アジア保健研修財団 アジア保健研修所（AHI） 
＊東海支部会員の方は、ぜひ総会へご出席ください。出
席できない方は、必ず、下記委任状を 10 月 18 日（月）
までに、事務局宛ご提出（メール可）ください。 
「国際開発学会東海支部総会  委任状」 
総会における議決権を議長に委任いたします。 
2010 年○月×日 
お名前（ご所属・役職） 
国 際 開 発 学 会 東 海 支 部 事 務 局 （ JASID-Tokai 
Secretariat）連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支部事務局長：伊藤 かおり 
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東 早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の報
告はレフリー付きです。 
＊支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連絡
先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
＊学会員の方で、東海地域に在住・在勤・在学の方は、
支部会員としてご登録ください。登録を希望する方は、
事務局までご連絡ください。東海支部の会費は無料で
す。ＭＬでの情報提供などを行っています。 
 
広島支部 
 
支部長 池田 秀雄（広島大学） 
 
広島支部では、7 月にセミナー「社会によって求めら
れる能力と教育（１）」を実施し、多くの方に参加頂きま
した。また 9 月には下記の要領にて講演会を予定してい
ます。多くの会員の参加をお待ちしております。 
「社会によって求められる能力と教育（２）」 
講演タイトル： 
OECD キーコンピテンシーの背景と課題 
講演者： 
文部科学省 国立教育政策研究所 
教育課程研究センター 総合研究官 
          猿田 祐嗣 氏 
日時：2010 年 9 月 30 日（木）15：00－17：00 
場所： 広島大学大学院国際協力研究科(IDEC）204 号室 
司会   IDEC 准教授 清水 欽也 氏 
指定討論者 IDEC 教授 池田 秀雄 氏（科学教育） 
     IDEC 准教授 高橋 与志 氏（産業人材育成） 
今回は、21 世紀における個人と社会の新しい関係性を
提案する OECD キーコンピテンシーの背景と課題につ
いて、国立教育研究所・猿田先生（同名著書翻訳）にご
－5－ 
高話を頂き、開発や教育の基礎を再考する夕べとしたい。 
問合せ：馬場 卓也（IDEC 712） 
takuba@hiroshima-u.ac.jp 
また今後も継続して本テーマについて議論を深めてい
きたいと思います。ご興味・関心のある方、提案者を引
き受けて頂ける方は、上記連絡先までご一報下さい。 
 
「日本の地域振興と 
国際協力」研究部会 
 
主査：木全 洋一郎（JICA） 
 
本部会では、3 年次の活動として、これまでの研究活
動の総括する意味で、書籍の出版に向けて企画、執筆、
編集活動を続けてきました。 
4 月から 6 月にかけて執筆された原稿を集約して、7
月 11 日に部会メンバーで書籍の企画・編集委員である
佐藤寛、西川芳昭、辰己佳寿子、木全洋一郎の各会員が
名古屋大学において編集委員会を開催しました。同委員
会を踏まえて、辰己、木全両会員が各地域での国際協力
を生かした地域振興事例を踏まえた教訓のとりまとめと
して、媒体者から見た地域内ステークホルダーの関係性、
および地域振興における国際協働への展望にかかる原稿
を執筆しました。 
現在すべての原稿が第 1 稿としてとりまとめられ、出
版社との打合せを実施しているところです。書籍の出版
は今年度末を目標としています。 
この場をお借りして、原稿執筆にご協力いただいた皆
様に厚く御礼申し上げます。 
 
「島嶼社会の振興開発と 
内発的発展」 
 
主査：松島 泰勝（龍谷大学） 
 
第四回「島嶼社会の振興開発と内発的発展」研究部会
が、2010 年 7 月 10 日（日）の 13 時 30 分から 18 時ま
で龍谷大学深草校舎にて開催された。本研究会は、龍谷
大学社会科学研究所民際学研究会と国際開発学会「島嶼
社会の振興開発と内発的発展」研究部会との共催として
開催された。論題と発表者は次の通りである。 
（1）「なぜ今、「資源」なのか―屋久島における開発の持
続可能性に関する通時的分析」王 智弘（東京大学東洋
文化研究所） 
（2）「民際学によるパラダイム転換―河上肇の事例」三
田 剛史（早稲田大学現代政治経済研究所） 
（3）「ナインヴィル・レ・ロッシュ: カナク遺産あるい
は海外フランスの文化的アイデンティティとしての独立
の権利(Nainville-les-Roches: le droit ? l'independance 
comme patrimoine kanak ou l'identit? 
culturelle dans l'outre-mer franais)」尾立 要子（神戸
大学） 
コメントと司会は松島泰勝（龍谷大学）が行った。各
報告の概要と討論内容は次の通りである。 
 王報告は、屋久島のカツオ・サバ節産業を対象として
開発の物的基礎である天然資源に関して検討したもので
あり、カツオ・サバ節から開発を問い直し、複合生業と
商品産物を基盤とした地域社会の消長を理解するための
理論的モデルを提示することを目指した。「資源の宝庫」
であった屋久島のカツオ・サバ節産業が衰退した大きな
原因は、本土への人口の移動による労働力不足、原料不
足等であり、本土と離島との力関係が大きな影響を与え
ていた。討論は、屋久島における「入浜権」「入会権」の
実態とカツオ・サバ節産業の消長との関係、「離島」とい
う言葉に含まれた政治的意味や権力関係、屋久島と鹿児
島本土との政治経済的関係とカツオ・サバ節産業の衰退
との関係等を巡って行われた。 
三田報告は、河上肇を民際学の観点から検討したもの
である。河上の『貧乏物語』『資本主義経済学の史的発展』
の発想の原点には河上による琉球におけるフィールドワ
ークと西欧社会での河上自身による実体験という民際学
的研究の成果があり、琉球での見聞によって近代国家の
枠組みを超越しうる民族的意識を見出し、西欧における
異文化体験では経済学で前提とされる抽象的人間の非現
実性を批判し、欧米先進国における社会問題をえぐり出
すことに成功したといえる。河上は民際学的研究によっ
て西洋起源の近代社会科学の限界を乗り越える独創性を
発揮した。討論は、河上の「当事者性」、河上による琉球
における「間切制度研究」の成果、「理論化」よりも「実
践」を重んじた河上経済学の在り方等を巡って行われた。 
尾立報告は、フランス政府が自国の海外県に対し「共
和主義原則」の徹底化を行っている中で、独立運動が展
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開され、2014 年以降に独立に関する住民投票の実施が予
定されているニューカレドニアでは、地域固有の慣習を
強化しながら独自な方向性を目指しているが、その実態
と今後の方向性について明らかにした。討論は、尾立報
告者が参加した国連脱植民地化委員会における「脱植民
地化」を巡る議論、2014 年以降に予定されている独立に
関する住民投票を巡る独立派・反独立派・フランス政府
の対応等を巡って行われた。 
 
『障害と開発』研究部会 
 
主査：森 壮也(アジア経済研究所) 
 
 本部会は、以下のようにこれまで三回の部会を開催し
てきた。 
第 1 回：2010 年 5 月 15 日（土）於アジア経済研究所 
1-1 「女性障害者のエンパワメントの過程について～バ
ングラデシュの事例から」 金澤真美氏（立命館大学
大学院） 
1-2 「日本のＯＤＡにおけるキャパシティ・ディベロッ
プメントの有効性 ― 女性障害者へのエンパワーメン
トの視点から」  長谷川涼子氏（横浜国立大学大学院） 
第 2 回: 8 月 21 日（土）於日本財団 
2-1 「人々が語ることー障害の人類学的考察」林早苗氏
（難民を助ける会） 
2-2 「フィリピン国イロイロ障害者協会ウェブサイト開
発事例報告」 境田 英昭氏 
第 3 回: 2010 年 9 月 15 日（水）於 JICA 本部 
3-1 「途上国の自立生活センターによる重度障害者のエ
ンパワメントと社会変革 ― タイ・ナコンパトム県
自立生活センターの設立過程とその成果の分析」中西 
正司氏（DPI 日本会議） 
3-2 『セネガル国子どもの生活環境改善計画調査事例報
告：障害者配慮の視点から』深井 善雄氏（アースア
ンドヒューマンコーポレーション） 
すでに会員 ml で第 1 回についてはご報告しているの
で、今回は第 2 回、第 3 回のみの報告とする。 
第 2 回の林報告は、文化人類学の立場から『障害と開
発』にどう迫るかについてについての議論であった。特
に人類学の方法論についての整理を踏まえた上で、林氏
がフィールドとするインド中西部でのカルマと障害との
間の関係についての調査結果が紹介された。個人的カル
マと集団的カルマの間の違いやヒンドゥーの柔軟性の理
解といったことが、障害に関わるカルマの理解でも大切
なことが提示された。議論としては、カルマ一般につい
ての議論と障害に関わるカルマの議論の間にどのような
差異が見られるのかについてのより詳細な比較が求めら
れることなどが出された。 
同じ第 2 回の境田報告では JICA からの派遣でのフィ
リピンの障害団体のためのウェブ制作支援派遣経験から、
途上国というリソースに大変に制約がある中で、障害者
のコンピュータ・アクセシビリティや、ウェブを通じた
当事者団体の運営支援の事例が紹介された。当事者団体
の活動についても詳細な紹介があり、ICT の効果などグ
ッド・プラクティスの紹介になった。 
第 3 回は JICA 本部でテレビ会議システムを用いて
JICA 国内事務所や海外事務所もつないでという国際的
な部会となった。最初の中西報告の趣旨は、タイのナコ
ンパトム自立生活センターを対象に、自立生活センター
の理念を満たして機能しているどうかについての検証と、
自立生活センターを基礎とした当事者エンパワメントが、
社会変革にどのようにつながっているか、また今後アジ
アでどのように自立生活センターを展開させるかについ
ての議論であった。障害の社会モデルが、具体的な実践
になって結実した事例はまだ少ないだけにその実態と具
体的な方法論等についての議論が多かった。 
第 3 回の二つ目の深井報告は、JICA によるセネガル
での基礎教育プロジェクトでの障害のインクルージョン
の事例が紹介された。現地の障害当事者から障害児も入
学できるような施設かどうかを聞かれたことをきっかけ
として、当事者のアドヴァイザーや教師も関わったプロ
ジェクトとなり、実際に障害当事者の子供も入学するに
至った事例である。日本側がプロジェクトの内容につい
て主導権を取れたことで、逆に日本側もやる気になった
ことの効果が出たことなど、議論を通して、グッドプラ
クティスの要件も明らかとなった。 
 『障害と開発』部会では、研究や実践の双方の事例か
ら開発のあるべき姿についてさらに議論を積み重ねて行
きたい。 
（文責：森 壮也、アジア経済研究所） 
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院生部会 
 
主査 堀 佐知子(東京大学大学院) 
 
■第 167 回月例研究会報告 
日時：2010 年 7 月 31 日（土）14：00～16：30 
場所：東京大学理学部一号館総合研究棟 201b 教室 
発表者：青柳 恵太郎（国際協力機構 評価部） 
    木村 聖（国際協力機構 アフリカ部） 
参加人数：25 名 
発表概要： 
① 青柳 恵太郎 (国際協力機構 評価部) 
（笠原龍二（国際協力機構）、庄司匡宏（成城大学）、
澤田康幸（東京大学）との共同研究） 
経済活動のパフォーマンスを規定する要因として重要
視されているソーシャルキャピタルの蓄積過程、及びそ
のメカニズムを分析した研究であった。 
スリランカ南部で実施された灌漑整備事業を対象事例
として、事業が地域農民のソーシャルキャピタル蓄積に
与えたインパクトを考察している。 
対象事業では、灌漑整備後の農民に対する農地分配の
一部がくじによって決められたという自然実験的状況が
生じている。他方、ソーシャルキャピタルの水準はフィ
ールド実験を用いて精緻な計測を行った。こうした状
況・データを利用して分析を行った結果、事業による灌
漑へのアクセスを得ることによって、ソーシャルキャピ
タルの蓄積が進むことが示された。 
② 木村聖（国際協力機構 アフリカ部） 
 参加型開発における、形式的参加を越えた地域住民の
主体性醸成に着目した研究であった。  
発表者が現地調査を行った、ケニア共和国の農村にお
ける水利組合の制度設計を対象事例とし、それを水利組
合の制度設計原理に関する先行研究と比較している。そ
の中で、水利組合の設計原理が地域の状況に応じてどの
ように適応されているのかを検討している。さらに、地
域住民の主体性に関する先行研究を参照し、適応された
設計原理が地域住民の主体性に与えている影響を明らか
にしている。それによって、灌漑開発・管理のための良
い制度設計とその運用が、地域住民の主体性醸成に寄与
することを明らかにしようと試みたものであった。 
③ 全体の様子 
 今回の月例研究会では、国際協力機構（JICA）所属の
お二方に発表して頂いた。偶然にも対象事例が灌漑事業
であったことから、同様の対象を異なる研究テーマの事
例として扱っている点に面白さを見出せたという感想も
頂いた。学生に限らず、開発に関わる幅広い職種の方々
にも参加して頂き、活発な議論とともに非常に有意義な
場となった。 
○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 
以下の支部・研究部会からの報告はありませんでした。 
関西支部 
国際環境協力研究部会 
 
 
第 95 回常任理事会の議事録 
 
 
本部事務局長 
野田 真里（中部大学） 
 
日時：2010 年 9 月 17 日（金）13：00-18：00 
場所：早稲田大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長－資料参加）、野田真里（本
部事務局長）、磯田厚子、勝間靖、鈴木紀、山形辰史（各
常任理事） 
陪席：事務局 
議事次第 
【報告事項】 
1.  各委員会の決算見込みについておよび 
2.  本部事務局等の決算見込みについて 
各委員長および本部事務局長より2010年度会計の決
算見込みが報告された。最終決算については、9月30日
までに本部事務局に報告し、次回常任理事会にて確認の
うえ、10月31日の年度末をもって確定し、会計委員会の
審査および監事の監査をへたうえで、理事会に諮り、総
会の承認を得ることが確認された（資料①、②－1、②
－2）。 
3.  第21回全国大会について 
勝間大会実行委員長より進捗状況について報告があり、
プログラムを近日中に発送する予定であるとの報告がな
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された。 
4. 20周年記念事業の進捗状況について 
下村20周年記念事業特別委員長より、以下の通り進捗
状況の報告がなされた。①20周年記念シンポ「開発を問
い直す」（仮）（12月5日午前）では、スピヴァック氏（コ
ロンビア大学）、ハミルトン氏(オーストラリア)の2名を
ゲストスピーカーとして招くことで準備を進めている。
② 「 若 手 研 究 者 の 国 際 交 流 ・ 人 材 育 成 支 援 」
（JASID-COE）事業については、最終審査を10月16日
（土）14：00～17：00の日程で行う。③「開発研究の方
法論の再検討：フィールド調査のあり方を問い直す」に
ついては、会員を対象としたアンケートを実施中であり、
結果を大会にて報告する。④英文図書については、7月
に出版社に原稿を再提出し、現在審査中である。＊20周
年記念誌については6を参照。 
5.  新HPの稼働について  
勝間広報委員長より新ホームページの稼動についての
次の通り報告がなされた。①ホームページのリニューア
ルは会員からのニーズが高く、また、学会の発信機能の
強化のためにも急務であった。②従来のホームページは
時代背景等により、非常にアップデートが難しいもので
あったが、今回はシンプルで使いやすいものとした。従
来のホームページについては、アーカイブとして残した。
③これにより、広報委員会としては当初予算より若干赤
字の見通しとなった。④今後のホームページの管理運営
については、学会誌アーカイブの掲載等様々な機能が期
待されており、「ホームページ委員会（仮）」という独立
した1つの委員会の設置を検討する必要がある。 
6.  20周年記念誌『貧困なき世界をめざして』の刊行に
ついて 
西川編集委員長より、会員各位のご協力により無事刊
行の運びとなったことに感謝の念が示された。会員（9
月30日現在）への発送については、①国内在住の会員に
ついては全員郵送、②海外在住の会員については、希望
をとったうえで郵送することとなった。 
【協議事項】 
1.  20周年記念事業関連の予算執行について 
20周年記念事業のなかで、JASID-COEおよび20周年
記念誌の基本データの編纂は本部事務局がこれを担って
いるが、これは事務費ではなく事業費として支出するの
が妥当であるとの提案があり、了承された。また、本年
度予算の執行については、20周年記念事業の実施という
特別な事情により、最終的に赤字が出た場合には、繰越
金を使用する場合のあることが確認された。 
2.  学会賞の審査結果について 
下村学会賞選考委員長から、学会賞委員会の選考結果
について報告があった。本年は、学会賞選考委員会とし
て、奨励賞および特別賞を授与する意向である。協議の
結果、学会賞選考委員会報告は了承され、理事会に報告
することとなった。 
なお、特別賞の設置については、第50回理事会の議題
において「協議事項Ⅲその他協議事項、1.学会賞の活性
化について（資料⑪）、2-3)「特別賞」の導入」として審
議され、原案にもとづき「学術論文としての完成度は低
いが、独創性・先見性・将来性などの基準に照らして「何
かきらりと光るものがある」作品に「特別賞」を与える」
旨、了解されている点があらためて確認された。 
3.  共通論題関連出版企画について 
西川会長より、近年の大会で継続的に行われている共
通論題「開発を問い直す」、「日本の開発経験」について
学会の議論の到達点を示すため、出版を検討してはどう
かという提案がなされた。協議の結果、企画運営委員会
に仮編集委員会を置き、西川会長、下村副会長、高橋副
会長、野田本部事務局長をメンバーとして本プロジェク
トの可能性を検討することとなった。 
4.  第10回春季大会（北海道大学）の決算及び大会の赤
字補填について 
高橋大会組織委員長より、第10回春季大会（北海道大
学）の決算及び大会の赤字補填について以下のとおり説
明と提案があり、協議の結果、今回限りの措置というこ
とで了承した。①第10回春季大会においては、春季大会
助成金として60万円を計上していたが、決算において
175,811円の赤字となった。②これはやむをえない事情
によるものであり、赤字分の補填をお願いしたい。③具
体的には、支出面においては、報告数の増加により報告
論集が290ページ(昨年は220ページ)となり印刷費が増
加したこと、学会活動の新たな地域展開のために北海道
で開催したことにより、大会ノウハウに精通していない
運営のため予想外の出費がかさんだこと、また、収入面
においても本学会における新しい地域での開催というこ
とで参加者が200名にとどまった（昨年は260名）等のや
むをえない事情による(資料⑬)。 
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5.  大会における非会員の発表の基本方針について 
高橋大会実行委員長より、学会発表は会員の権利であ
り、第50回理事会の決定により「報告者・コメンテータ
ーは会員であることを原則とする」ものの、｢学会および
大会にとって有益である場合には、プログラム委員会で
その有益さ、必要性を審査したうえで、非会員である報
告者・コメンテーターについても認めるものとする｣とい
う点に関し、具体的にどのような場合に非会員の発表を
認めるか、様々なケースがあり、若干の混乱も見られる
ので、その基本方針を定めたいとの提案がなされ、了承
された。検討の結果、具体的には次回常任理事会にて改
めて検討することとなった（資料④、➄） 
6.  会費未納者への対応について 
野田本部事務局長より、会費の納入については年３回
請求を行っているが、納入率が例年の８割～９割に比べ
て、本年度は7割弱と低く、このままでは年度末の決算・
予算にむけて、多大な支障がでる恐れがあるため、会費
未納者に対して何らかの対応が必要である旨、提案がな
された。協議の結果、９月末での納入率をみて、異例で
はあるが会長・会計委員長名で会費納入をお願いする等
の対策をとることが決定した。 
7.  2010年度予算骨子について 
西川会長および野田本部事務局長より、本年度予算計
画および決算見込みを踏まえて、2011年度予算の骨子案
について説明があり、協議の結果、以下のとおり決定し
た。①2011年度予算の骨子案を踏まえて、次回常任理事
会にて各委員会および本部事務局より予算案を提出、協
議する。②その際、積算の根拠を明確にしつつ、学会と
して必要性の高い事案には予算をあつくする一方、可能
な限り支出を削減する等、透明性の高い、持続可能な予
算編成を心がける。③こうした点を踏まえて、常任理事
会としての予算案を作成し、会計委員会での審議を経て、
理事会、総会に諮る(資料⑥)。 
8.  SIDについて 
山形国際交流・渉外委員長よりSID（Society for 
International Development）との関係の再構築につい
て提案がなされ、協議の結果、以下の通り決定した。
①SIDとJASIDとの関係は1980年代にはじまり、諸般の
事情により2003年初期にほぼ関係が解消したが、近年
SIDから再び関係を構築したいとのオファーがなされて、
これを踏まえて検討を進めてきた。②当座、山形国際交
流・渉外委員長が個人としてSIDの会員となって会員の
便益と義務を検証し、その後学会として関係再構築に足
るかどうかをあらためて判断する（資料⑦）。 
9.  学会ロゴについて 
野田本部事務局長より、第53回理事会の「協議事項6.
学会ロゴの制定について」の決定にもとづく作業の結果
について、説明がなされた。議論の結果、現在出されて
いるロゴ案は適当とはいえないため、常任理事会で検討
した本学会らしさをイメージできるコンセプト（アジア、
苗木、子ども等）にもとづき、再度案をつくってもらい、
20周年記念大会で発表できるよう、次回以降の常任理事
会にて検討することとなった(資料⑧－1、⑧－2)。 
10.  入会希望者の審査について 
野田事務局長より52名の入会申し込みについて提案
があり、３名は入会申し込みの不備により保留、審査結
果49名が適正と認められ、理事会に諮ることになった(資
料⑨)。 
11.  会員の退会について 
野田事務局長より、3名の退会届を受理したとの報告
があり、常任理事会としてこれを了承し、理事会に報告
することとなった(資料⑨)。 
12.  理事選挙について 
磯田常任理事より、明年度に予定されている理事選挙
の基本的考え方、日程等について、説明があり、協議の
結果了承された。(資料⑩) 
13. 学会誌の寄贈について 
野田本部事務局長より、以下の提案があり、協議の結
果了承された。①第88回常任理事会にて、「学会誌バッ
クナンバーは原則１冊3000円、一括セットでは1500円で
販売する。学会誌の寄贈は原則として行わない。学会誌
の購読を希望する図書館、開発関係機関等に対しては、
賛助会員になって頂くことを奨励する」との決定がなさ
れている、②その後、学会誌のバックナンバーの納入を
希望する大学図書館等からの問い合わせがあり、過去の
経緯等が分からないのでこの決定をそのまま実施してよ
いか、対応に苦慮している、③学会誌編集委員会で、ど
の機関に寄贈してきたか等の経緯も踏まえつつ、今後ど
のように対応するか検討し、次回常任理事会で提起して
いただきたい。 
14.  JASID-COE最終審査の確認について 
2010年10月16日（土）15:00-17:00に早稲田大学にて
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行うことが確認された（資料⑫） 
15.  次回（第96回）常任理事会について 
第96回常任理事会を2010年10月16日（土）9:30-13:00
に早稲田大学にて開催する。 
別添資料 ＊本部事務局にて保管 
資料①「2010年度（2009年11月1日～2010年10月31
日）決算見通し」 
資料②－1「2010年度（2009年11月1日～2010年10月
31日）予算計画」 
資料②－2「2010年度（2009年11月1日～2010年10月
31日）決算報告」 
資料③「学会賞選考結果」 
資料④「大会における非会員の発表の基本方針につい
て①」 
資料➄「大会における非会員の発表の基本方針につい
て②」 
資料⑥「2011年度（2010年11月1日～2011年10月31
日）予算の骨子案」 
資料⑦「SIDについて」 
資料⑧－1 「JASIDロゴ案」 
資料⑧－2 「JASIDロゴコンセプト案」 
資料⑨「入会希望者リスト／退会者リスト」 
資料⑩「選挙管理委員会 選挙総括(前回選挙)」 
資料⑪「学会誌の寄贈について」 
資料⑫「JASID－COE応募者リストおよび審査WG」 
資料⑬「国際開発学会第11回春季大会の赤字発生につ
いて」 
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
 
国際開発関連の新刊書 
 ニューズレターでは、国際開発・国際協力関連の新刊書ご紹介のコーナーを 4 月と 10 月の年 2 回設けています。
BOOK Web データや大手書店、そしてアジア経済研究所図書館の新刊書案内から開発関連書をピックアップしていま
す。コピーは、書店広告や当該書目次、上記案内等から抜いており、国際開発学会の見解を反映するものではありま
せん。紹介洩れ等、お気づきの点は、担当の中野佳裕（nakano.aube@gmail.com）までお知らせ下さい 
 
開発理論 
 
オルタナティブ国際政治経済学―国際機構・国際紛争・開発援助・地域統合の再考 
今井正幸， 森彰夫【著】彩流社 （2010 年 3 月） 価格： ￥2,940 (税込)  
日本の視点、欧州の視点、新興国の視点、途上国への視点…国連による集団安全保障体制の
構築、核抑止力の誤謬、地球環境保護の要、金融取引にトービン税、公正な貿易、対米従属
の克服、アフリカ支援の活性化、東アジア共同体などへの具体的な方策を論ずる意欲作。 
 
 
 
人間開発報告書〈2009〉障壁を乗り越えて―人の移動と開発 
横田洋三， 秋月弘子，二宮正人【監修】国連開発計画【著】 
阪急コミュニケーションズ （2010 年 6 月） 価格： ￥4,725 (税込)  
第 1 章 自由と移動―移動はいかに人間開発を促進しうるのか／第２章 移動する人々―
誰が、どこへ、いつ、そしてなぜ移動するのか／第３章 移動する人々の暮らしぶり／第４
章 出身地および移住先に及ぼす影響／第５章 人間開発を促進するための政策／統計編 
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ニュ ・ーエコノミクス―ＧＤＰや貨幣に代わる持続可能な国民福祉を指標にする新しい経済
学 
デイヴィッド・ボイル，アンドリュー・シムズ【著】田沢恭子【訳】一灯舎 オーム社〔発
売〕 （2010 年 6 月） 価格： ￥1,680 (税込)  
本書は「ニュー・エコノミクス」について、一般向けに書かれた最初の経済学書である。従
来の経済学は、効用や消費、需要と供給などのミクロ経済学、投資や、景気変動などのマク
ロ経済学が主流であった。それらは、貨幣やＧＤＰを成功と豊かさの指標とするもので、２
１世紀に入ってからはこれらに疑問を抱かせる事態が沢山出現している。相次ぐバブルとそ
の崩壊（ファンド操作のみでの利益追求）、先進各国における所得格差の拡大、容易に減ら
ない若者の失業、経済からの政治の乖離と膨大な財政赤字、国や地方自治体の破産状態など
である。この本は、真の豊かさをあらゆる角度から評価し直して、その実現を追求する新し
い経済学について書かれている。 
 
 
経済成長なき社会発展は可能か？―〈脱成長（デクロワサンス）〉と〈ポスト開発〉の経済
学 
セルジュ・ラトゥーシュ【著】 中野佳裕【訳】作品社 （2010 年 7 月） 価格： ￥2,940 
(税込)  
いかなる経済学が、新自由主義に代わって、ポスト・グローバル化時代の指針となるのか？
金融危機・債務危機を引き起し、地球環境を破壊してしまった「新自由主義」に代わって、
現在、最も欧州で注目されているのが、〈脱成長〉の経済学である。本書は、その提唱者で
ある経済学者ラトゥーシュの代表作二冊を日本読者向けに一冊にまとめた、〈脱成長〉学派
の基本書というべきものである。 
 
 
日本の幸福度―格差・労働・家族 
大竹文雄，白石小百合，筒井義郎【編著】日本評論社 （2010 年 7 月） 価格： ￥3,150 (税
込)  
ＧＤＰが増えても幸せは増えない日本―。ミクロ・データ分析により、日本人の幸せの姿を
描き出す。 
第１部 幸福度研究の概観と日本人の幸福感／ 第２部 労働・失業と幸福／ 第３部 格
差と幸福／第４部 結婚・子育てと幸福／ 幸福度研究の課題 
 
 
 
立地と経済発展―貧困削減の地理的アプローチ 
園部哲史，藤田昌久【編著】東洋経済新報社 （2010 年 8 月） 価格： ￥3,990 (税込)  
産業はどこで始まり、経済発展はどこで起きるのか？空間経済学に基づいて経済発展の地理
的展開のメカニズムを探り、発展支援の効果的な戦略を提起する気鋭の研究。 
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開発倫理 
 
なぜ遠くの貧しい人への義務があるのか―世界的貧困と人権 
トマス・ポッゲ【著】立岩真也【監訳】生活書院 （2010 年 4 月） 価格： ￥3,150 (税込) 
第１章 人間的豊かさと普遍的正義／第２章 人権をどのように考えるべきか？／第３章
道徳原理の抜け穴／第４章 道徳普遍主義とグローバルな経済正義／第５章 ナショナリズ
ムの境界／第６章 民主制を達成する／第７章 コスモポリタニズムと主権／第８章 グロ
ーバルな制度的秩序によって生み出された貧困の根絶―グローバル資源配当への覚書／第９
章 新薬開発―貧しい人々を除外すべきか？ 
 
 
 
貧困の放置は罪なのか―グローバルな正義とコスモポリタニズム 
伊藤恭彦【著】（京都）人文書院 （2010 年 5 月） 価格： ￥3,360 (税込)  
グローバリゼーションの影で過酷さを増す世界の貧困と格差。その解消のために、富裕国に
住む我々にはいかなる義務があるのか。拡がりを見せるグローバル・ジャスティスの議論か
ら丹念に説き起こす。 
 
 
 
 
社会開発 
 
フェアトレード学―私たちが創る新経済秩序 
渡辺龍也【著】新評論 （2010 年 5 月）価格： ￥3,360 (税込) 
フェアトレードが必要とされる背景や、その発展の軌跡を追うとともに、フェアトレードの
理念や試みが私たちの経済・社会・政治の世界にどれほど広がり、浸透してきたのかを検証
する。また、フェアトレードに対する「右から」、「左から」の批判にも耳を傾け、その課題
を明らかにする。フェアトレードの軌跡、現状、課題・争点等を網羅的・体系的に把握し、
巨視的な観点からフェアトレードの意味づけを試みる。 
 
 
 
紛争解決 グローバル化・地域・文化 
ポーリン・ケント，北原淳【編著】（京都）ミネルヴァ書房 （2010 年 6 月） 価格： ￥5,775 
(税込)  
グローバリゼーションが経済的・文化的側面に与えるインパクトを視野に入れ、地域という
視点に立って、アジアにおける紛争を取り上げる。環境、貧困、文化、教育、ジェンダーと
その対象は多岐にわたるが、そうした“見えない紛争”に焦点をあて可能性を探る。 
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住民・行政・ＮＰＯ協働で進める最新地域再生マニュアル 
山浦晴男【著】朝日新聞出版 （2010 年 6 月） 価格： ￥1,575 (税込)  
陳情の時代は終わり、特産物もない。けれど地域おこしは可能！地方でも都市でも不安社会・
高齢化社会に生命を吹きこむ。序章 地域再生に道筋はあるか／第１章 連携・協働の場を
つくることで、住民は地域再生にどう立ち上がったか／第２章 連携・協働の場を設営し、
地域再生に取り組んでみよう／第３章 連携・協働の場をつくることで、地域再生が始まっ
ている／第４章 連携・協働の場づくりによる地域再生から見えてきたこと／作業要領 
 
 
社会的企業の主流化―「新しい公共」の担い手として 
ＯＥＣＤ【編著】連合総合生活開発研究所【訳】明石書店 （2010 年 7 月） 価格： ￥3,990 
(税込)  
生活・就業・社会的結束・地域開発を目的として、ますます活動領域を拡大し発展をつづけ
る社会的企業について、OECD 加盟国における最新動向をふまえ、法的構造、資金調達、ネ
ットワーク支援、地域経済開発の側面から分析する。 
 
 
アジア政治経済 
 
アジア経済発展論 
長谷川啓之【編著】文眞堂 （2010 年 4 月） 価格： ￥2,835 (税込)  
過去のアジア経済発展論には、アジア各国論に終始し、恣意的に選択したアジア経済に欧米
理論を応用するだけの説明方式がしばしば見られる。そうしたやりかたに飽き足らなさを感
じる人たちに、対象とするアジア諸国の共通項は近代化＝工業化であるとみなし、その共通
項を追求するアジア諸国を対象に、新たなアジア経済発展論を展開するものである。 
 
 
東アジア経済発展論―東アジア共同体形成にむけて 
三木敏夫【著】創成社 （2010 年 5 月） 価格： ￥3,360 (税込)  
第１章 なぜ東アジア経済が注目されるのか／第２章 発展途上国としての東アジア経済／
第３章 東アジアの多様性と経済発展／第４章 経済開発装置としての開発独裁／第５章
外資主導型輸出志向工業化とアジア通貨危機／第６章 雁行形態的アジア観と工業化理論／
第７章 イスラム金融とアジア経済／第８章 東アジアの経済統合とＡＳＥＡＮ共同体／第
９章 日本の東アジア戦略 
 
ラオス 豊かさと「貧しさ」のあいだ―現場で考えた国際協力とＮＧＯの意義 
新井綾香【著】コモンズ （2010 年 6 月） 価格： ￥1,785 (税込)  
貧困は外部からの開発によってもたらされている！農民とともに活動し、悩み、問題を解決
していった２０代女性 NGO ワーカーの真摯な４年間。 
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東アジアにおける公共性の変容 
藤田弘夫【編著】慶應義塾大学出版会 （2010 年 6 月） 価格： ￥5,460 (税込)  
東アジアという世界を中心に、社会秩序の根幹をなす「公共性」という視点から社会文化間
の比較研究をおこない、グローバリゼーションのなかで変容を迫られている公共性のあり方
を論じる。 
 
 
 
幸福立国ブータン―小さな国際国家の大きな挑戦 
大橋照枝【著】白水社 （2010 年 7 月） 価格： ￥1,995 (税込)  
ＧＤＰ（国内総生産）からＧＮＨ（国民総幸福）へ。人口６７万人のヒマラヤの小国ブータ
ンがどのようにＧＮＨ大国になりえたか。世界に発信しつづけるその姿を総合的に紹介する。
第１章 愛と郷愁の国ブータン／第２章 ＧＮＰからＧＮＨへ／第３章 制度の進化と国際
化／ 
第４章 持続可能な社会指標として有効なＧＮＨ／第５章 ブータン人の幸せ感／終章 ブ
ータンモデルの可能性 
 
アフリカ政治経済 
 
アフラシア叢書 紛争解決 アフリカの経験と展望 
川端正久，武内進一，落合雄彦【編著】（京都）ミネルヴァ書房 （2010 年 6 月） 価格： ￥5,775 
(税込)  
２１世紀はアフリカの時代である。繰り返される紛争の背景には何が潜んでいるのか。本書
では紛争事例の詳細な分析から、これまでアフリカが歩んできた道をたどり、紛争と紛争解
決のアクターへの着目を通じて、永続的な解決の道を探る。 
 
 
 
 
援助じゃアフリカは発展しない 
ダンビサ・モヨ【著】 小浜裕久【監訳】東洋経済新報社 （2010 年 8 月） 価格： ￥2,310 
(税込)  
これまでの対アフリカ援助に関する議論のほとんどは、１世紀前のアフリカ大陸と同じよう
に、当事者以外のところでなされてきた―議論は相変わらず植民地化されていたのだ。 
本書は、そのアフリカ問題について、当事者であるアフリカ人女性による、はじめての本格
的論争の書である。 
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環境＆資源 
 
成長停滞から定常経済へ―持続可能性を失った成長主義を超えて 
河宮信郎【編著】勁草書房 （2010 年 4 月） 価格： ￥4,200 (税込)  
第１章 成長主義から定常経済へ／第２章 近代経済システムにおける化石燃料燃焼／第
３章 アメリカ金融経済の失敗／第４章 世界金融危機／第５章 アメリカ型金融証券シ
ステムの構造的分析／第６章 「土建国家」６０年のパースペクティブ―日本の失敗（１）
／第７章 「民営化」という虚構―日本の失敗（２）／第８章 土建国家の財政的瓦解―
日本の失敗（３）／第９章 定常経済への接近／補章 ソディ理論の要約 
 
 
東アジア地域連携シリーズ〈３〉東アジアの越境環境問題―環境共同体の形成をめざして 
柳哲雄，植田和弘【著】（福岡）九州大学出版会 （2010 年 4 月） 価格： ￥1,890 (税込) 
第１章 大気中の越境環境問題／第２章 海洋中の越境環境問題／第３章 自然科学者の
役割／第４章 環境資源コモンズ管理の環境経済学 
 
 
 
 
エコロジカル・マルクス経済学 
長島誠一【著】桜井書店 （2010 年 4 月） 価格： ￥3,360 (税込)  
マルクス経済学の現代的課題とエコロジカル社会主義の可能性を、マルクス＝エンゲルス
のエコロジー論、日本とアメリカの「環境の政治経済学」に学び、探究する。 
 
 
 
持続可能性の経済学を学ぶ―経済学に多元主義を求めて 
ペーテル・セーデルバウム【著】大森正之，小祝慶紀，野田浩二【訳】人間の科学新社〔発
売〕 （2010 年 5 月） 価格： ￥2,940 (税込)  
“持続不可能な傾向”に立ち向かう現代スウェーデン制度学派のエコロジー経済学。 
 
 
 
ローカル・コモンズの可能性―自治と環境の新たな関係 
三俣学，菅豊，井上真【編著】（京都）ミネルヴァ書房 （2010/06/15 出版） 価格： ￥3,990 
(税込)  
時空を超えて日々のくらしの場を席捲するグローバリゼーション下の２１世紀。本書は各
地域の現場で得られた知見をもとに現在の「行き過ぎた」状況を是正する戦略として「コ
モンズ＝共的で協的な世界」を軸とする「協治」と「抵抗」の補完戦略を提示する。山野
海川の各現場から醸成されるコモンズの公共性の意義をすくいとり、望ましい環境ガバナ
ンスの方向性を探る。今まさにネットワークが広がりつつあるコモンズ研究の発展、実践
に資する書。 
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入退会会員のお知らせ 
 
本部事務局長  
野田 真里（中部大学） 
 
【入会】（順不同・敬称略） 
（正会員－24 名） 
平野 研（北海学園大学）、内藤智之（国際協力機構）、
岡崎悦子（神戸大学都市安全研究センター）、田中由美子
（（独）国際協力機構）、上野悦子（日本障害者リハビリ
テーション協会）、野際紗綾子（（特活）難民を助ける会）、
井関ふみこ（グローバルリンクマネージメント（株））、
石原伸一（ロンドン大学教育研究所）、Thamana 
Lelprichaku 研究所）、栗原優介（（独）日本貿易振興機構
アジア経済研究所開発スクール）、鶴井視記子（（株）サ
ステイナブル）、大塲麻代（広島大学教育開発国際協力研
究センター）、三谷純子（関東学園大学）、山下 研（（財）
日本環境衛生センターアジア大気汚染研究センター）、飯
塚倫子（United Nations University-Maastricht Economic 
Research Institute on Innovation and Technology ）、武藤め
ぐみ（（独）国際協力機構）、米良彰子（（特活）オックス
ファム・ジャパン）、石井貴春（（独）国際協力機構 JICA
研究所）、本浜秀彦（沖縄キリスト教学院大学）、平野光
隆（（株）電通）、Cemal Atici（Adnon Mendevei Univ., Turkey 
IDE-JETNO, VRF）、石川竜一郎（筑波大学 システム情
報工学研究科）、森正蔵（（株）日水コン）、小山匡（（独）
国際協力機構）、 
（学生会員－25 名） 
井上直美（University for Peace/（独）日本貿易振興機構ア
ジア経済研究所開発スクール）、甲斐田きよみ（名古屋大
学大学院国際開発研究科）、本郷良和（横浜国立大学大学
院国際社会科学研究科）、前田康雄（北海道大学大学院 
国際広報メディア・観光学院）、芦田明美（神戸大学大学
院）、中尾雄（慶應義塾大学 法学部政治学科）、那須田
晃子（一橋大学大学院経済学研究所）、森悠子（一橋大学
経済学研究所）、Gadi Azeem Dad（名古屋大学医学系研究
科）、谷口美代子（東京大学大学院 総合文化研究科）、
松尾寛子（神戸大学大学院国際協力研究科）、森田晃世（早
稲田大学大学院アジア太平洋研究科）、渡辺明美（早稲田
大学大学院アジア太平洋研究科）、莫日根達来（東京工業
大学理工学研究科）、町田和俊（東京工業大学大学院理工
学研究科）、佐藤希（神戸大学）、山本 雅（神戸大学国
際協力研究科）、高畑純一郎（一橋大学）、古川光明（一
橋大学社会学研究科）、岩月彩香（名古屋大学大学院国際
開発研究科）、奥村哲郎（東京工業大学）、姜圭垣（早稲
田大学大学院アジア太平洋研究科）、山田 悦子（東京大
学）、川崎智也（東京工業大学）、巴天星（東京工業大学） 
以上、49 名（正会員 24 名、学生会員 25 名）の入会が第
54 回理事会（持ち回り）にて承認されました。 
【退会】（順不同・敬称略） 
饗場崇夫、佐藤素子、本多かおり 
以上 3 名（正会員 3 名、学生会員 0 名）の退会が第 54
回理事会（持ち回り）にて報告・了承されました。 
【会員数動向】＊2010 年 9 月 30 日現在、第 54 回理事会
（持ち回り）承認分を含む 
 会員数 1,871 名（正会員 1,484 名、学生会員 387 名） 
 
重要！会費納入のお願い 
          
会長  西川 潤（早稲田大学）  
       会計委員長 勝俣 誠（明治学院大学） 
 
いよいよ 20 周年記念全国大会が近づいてまいりまし
た。全国大会では会員総会を開催し、本年度決算および
次年度の予算を決定いたします。例年、会費納入率は 8
割～9 割と高いのですが、本年については 7 割弱と低調
です。年 3 回の会費納入のお願いを出しておりますが、9
月末日現在の会費納入率は 67.3％で、うち正会員
71.6%、学生会員 50.0%となっており、特に学生会員の会
費納入の悪さが目立ちます。本学会の財政はほぼ会費収
入により成り立っており、このままでは本年度決算およ
び来年度予算にも重大な影響が出ることが懸念されま
す。会費の未納がある会員におかれましては、至急、以
下の口座に会費をご納入いただきますようお願い申し上
げます。 
本学会は、例年の会費納入率の高く、3 年間累積で滞
納された場合は退会処分とする等、実質的に活動する会
員が大半で、会員数の「水増し」がないのがその特徴と
なっております。未納の方には近日中に本年度 3 度目の
会費請求をさせていただきますが、行き違いの際はご容
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赦ください。 
 
【会員の種類と年会費】 
（1）正会員（ 先進国会員） 年額 10,000 円 
（ 途上国会員） 年額 5,000 円 
（2）学生会員 年額 5,000 円 
＊政府機関等より派遣されている方は正会員で手続き
下さい。 
（3）特別会員および賛助会員 1 口 100,000 円（ 1 口
以上） 
 
＊会費の有効期限は本学会の会計年度内（ 1 1 月1 日
から翌年1 0 月3 1 日） 
となっています。新年度になりますと、新たに会費を徴
収させていただきます。 
＊滞納された会費をまとめてお支払いいただくことも
可能です。3 年以上累積で滞納されますと退会処分
となりますのでご注意ください。 
 
【納入先】 
郵便振替口座 口座名： 国際開発学会 口座番号： 
00200-1-39474 
＊会員番号および何年度会費かを明記してください。 
＊海外在住の会員はクレジットカードによる支払いも可
能です。詳しくは（有） 学協会サポートセンターにお
問い合わせください。 
【会費に関するお問い合わせ・業務委託先】 
（有） 学協会サポートセンター 
〒231-0023 横浜市中区山下町 194-502 
TEL:045-671-1525 FAX:045-671-1935 
E-mail:scs@gakkyokai.jp  Website: 
http//www.gakkyokai.jp  
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